














　　（ １ ）第 9 巡回区控訴裁判所の「荷送人の了知」に基づく厳格な解釈
　　（ ２ ）第 5 巡回区控訴裁判所の「公平な機会の存在」に基づく解釈の緩和




　　（ １ ）第 １ 巡回区控訴裁判所の判例
　　（ ２ ）第 ３ 巡回区控訴裁判所の判例
おわりに
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書きを規定している。このハーグ・ルールを摂取して制定されたアメリカの



























１ 　1936年海上物品運送法 4 条 5 項の適用における
　　「公平な機会法理」の展開




人が海上物品運送法 4 条 5 項の利益を享受するためには、荷送人に対して高
い価額を通告するための「公平な機会」を与えなければならないと判示さ
























































































































び価額が船荷証券に記載されている場合を除いて、運送人は同法 4 条 5 項が
定める運送人の責任制限制度の利益を享受することができる。この法定の責











































ただし書きがあり、海上物品運送法 4 条 5 項も、これと類似の規定となって
いると述べた。また、外国間の運送という理由で海上物品運送法の適用を否
定し、運送人の責任制限の可否について「料率選択権法理」を採用した第 ２
巡回区控訴裁判所の1953年 In re Isbrandtsen Co. v. United State 事件判決
（25）
を引用して、裁判所は、海上物品運送法の適用を定める船荷証券の至上約款
























品運送法 4 条 5 項まで拡張しており、この場合は、荷送人に対して「運送人
の責任制限を排除する（ための高い価額を通告する公平な）機会」を与えて






































を踏まえつつ、第 9 巡回区および第 5 巡回区の判例の展開を通
じて「公平な機会」付与の判断基準を確認する。
　（ １ ）第 9 巡回区控訴裁判所の「荷送人の了知」に基づく厳格な解釈
　上述した1974年 Tessler Bros 事件判決（［判例 １ ］）は、船荷証券の海上













で、第 9 巡回区控訴裁判所は、船荷証券における海上物品運送法 4 条 5 項の
明示的な再述と、通告価額の記載欄を「公平な機会法理」の要件として求め
ている。ここでは、これらの要件に関する判例を概観しつつ、若干の検討を
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行いたい。
　 １ ）海上物品運送法 4 条 5 項の再述
　価額通告による責任制限排除についての運送人の告知方法とは、海上物品

















































































、あくまでも海上物品運送法 4 条 5 項の再述に付随










ある。第 9 巡回区控訴裁判所（［判例 ２ ］ほか）は、おそらくこの「船荷証
券への記載」要件を意識し、海上物品運送法 4 条 5 項の再述に加えて通告
価額記載欄も、荷送人に「高い価額を通告する公平な機会」の存在を知ら
せる機能を持つものと解しているようにみえる。次にこうした解釈に関し




　［判例 ３ ］1982年 Stephen Nemeth 事件判決
　本件は、アルゼンチンのブエノスアイレスからカリフォルニアのロサンゼ
ルスまでの航海中に生じた運送品の損害（生活雑貨入りの ３ つの木箱のうち
２ つが破損）について、海上物品運送法 4 条 5 項に基づき運送人の責任制限




た船荷証券には、海上物品運送法 4 条 5 項の文言を再述した責任制限条項が




　控訴裁判所は、Tessler Bros 事件判決（［判例 １ ］）に基づいて
（50）
、船荷証
券における海上物品運送法 4 条 5 項の明確な再述は、荷送人に「公平な機
会」が与えられた事実についての「一応の証拠」（Prima facie evidence）と
なることを確認した。しかし、本件船荷証券の責任制限条項が海上物品運送
法 4 条 5 項の文言を再述しているにもかかわらず、その規定が微細かつ不鮮
明であり、肉眼では判読しがたいという理由で、「公平な機会」の付与の事
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通告する公平な機会」が与えられなかったことにあるという理解を示すもの






































規定されていたが、価額通告による責任制限排除（海上物品運送法 4 条 5
項のただし書き）に該当する文言はなかった。これは、前述した第 9 巡回
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（荷送人に不利益なものは無効と）しており（すなわち、 ３ 条 8 項）、船荷証
券の文言は、これに照らして解釈すべきである。“in no case”の文言は、
同法 4 条 5 項が運送人は「いかなる場合においても」（in any event）責任
を負わないと定めていることと同様のものである。船荷証券の至上約款によ
り 4 条 5 項が明示的に挿入されている場合、18条が500ドルの責任制限の排
除を完全に禁じていると解するのは困難である。たとえ18条の “in no case” 
を厳格に解釈すべきであるとしても、運送人と荷送人を拘束するタリフの規
定は、価額通告および追加運送賃の支払いによって500ドルを超える責任額
に加重することができる機会を荷送人に付与している。第 ２ に、18条の“in 
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の責任制限規定に「ただし書き」の文言の記載がなくとも、その内容が同法
4 条 5 項および ３ 条 8 項に抵触しない範囲においてその約款は有効と考えら
れる。



































































































　1989年、第 9 巡回区控訴裁判所の［判例 5 ］Carman Tool & Abrasives, 
Inc. v. Evergreen Lines 事件判決
（75）



























































　以上のように、本件は、海上物品運送法 4 条 5 項の適用に関する「公平な
機会法理」がアメリカ裁判所の解釈によって形成されたこと、そして同法理
の適用が学説から批判されていることを認定している。それにもかかわら

































グ・ルールの国内立法が適用される旨の条項（ 7 条 ２ 項（ⅰ）号）があっ



























　原告の「海上物品運送法 4 条 5 項に関する注意〔すなわち、再述〕が船荷
証券の表面約款において示されるべきである」という主張について、原審
は、法律的観点からみて意味のない主張であると述べつつ、「この領域にお
いてある裁判所の見解が『船荷証券の表面』（face of bill of lading）に言及

































制限およびその排除（＝海上物品運送法 4 条 5 項）に精通していることを肯
定するものであろう。
　こうした原審の判断に対して、原告は「公平な機会」の付与の判断につ
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ぐる第 9 巡回区の1977年 Pan Am 事件判決（［判例 ２ ］）と1982年 Stephen 
Nemeth 事件判決（［判例 ３ ］）の解釈を一部変更するものであるということ
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説の批判を意識しつつ、同法理の拡大解釈を防ぐための裁判所の理屈に過ぎ
ないように思われる。












　海上物品運送法 4 条 5 項の適用に関して、初めて「公平な機会法理」を採
用した第 9 巡回区控訴裁判所の「公平な機会」要件をめぐる解釈の変化をこ
れまでにみた。ここでは、当該法理が直接に適用されないとした第 １ 巡回区
控訴裁判所の1994年 Henley Drilling Co. v. McGee 事件判決、 そして海上物
品運送法 4 条 5 項の適用可否を判断する際には、「公平な機会法理」を適用
することができないとした第 ３ 巡回区控訴裁判所の2006年 Ferrostaal Inc. 
v. M/V Sea Phoenix 事件判決を紹介したい。
　（ １ ）第 １ 巡回区控訴裁判所の判例 




































































　（ ２ ）第 ３ 巡回区控訴裁判所の判例































　さて、 海上物品運送法 4 条 5 項の適用に関して、 原審は 「公平な機会法理」 
を前提に運送人による「公平な機会」の付与を肯定したが、控訴審は、前述
した第 9 巡回区の Carman Tool 事件判決（［判例 5 ］）および第 １ 巡回区の




































































　なお、裁判所は、海上物品運送法 4 条 5 項に関連するいくつかの連邦最
高裁判例のなかで、通し船荷証券のヒマラヤ条項により鉄道運送人は海上
物品運送法 4 条 5 項の利益を援用することができるとした2004年 Norfolk 
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荷証券は運送契約に基づいて発行される証券であることから、船荷証券の規



























ることができないため、海上物品運送法 4 条 5 項の文言に基づいて公平な機
会法理の適用可能性を決定すべきであると述べ、同規定の内容を検討した。
これは、次項において確認する。
　②海上物品運送法 4 条 5 項の規定内容の検討






　控訴裁判所は、この 4 条 5 項の規定からも「公平な機会法理」を適用する






























38　早稲田法学会誌第71巻 1 号（2020） アメリカ海上物品運送人の責任制限制度における「公平な機会法理」の新展開（姜）　39
























責任制限規定（ 4 条 5 項）の適用に際して、いわゆる「公平な機会」の存在
が前提とされてきた。言い換えれば、物品の価額通告により運送人の責任制
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制限し始めたと指摘されている（Edwin C. Goddard, Contract Limitations of the 
Common Carrierʼs liability, 8 Michigan Law Review 531, 543 （1910））。
（ 4 ）相原隆『海上運送人責任法の展開』（成文堂、1999）47頁、57頁。
（ 5 ）MichaeL F. StuRLey, ２A Benedict on adMiRaLty §12 at ２ -5, §166 at 16-25 
（2003）; see also, eRLing SeLvig, unit LiMitation oF caRRieRʼS LiaBiLity 25 （1961） 
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決定するための価額の合意を目的とする」ものであり（相原・前掲注（ 4 ）55頁）、
コモン・キャリアの過失に基づく損害について運送人を免責するものではないと解











した（StuRLey, supra note 5, §166 at 16-25）。このようなアメリカ裁判所の解釈
ついて、Michael F. Sturley, The Fair Opportunity Requirement under COGSA 
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法（First Cummins Amendment, 1915）と1916年の第二カミンズ修正法（Second 
Cummins Amendment, 1916）による「ただし書き」の修正を経て、鉄道旅客運
送による手荷物と、生物を除く運送品については価額合意による運送人の責任制限
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ても同様の指摘をみることができる（447 F.3d 212 at 224）。
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して、コモン・ロー諸国であるカナダの裁判所は、公平な機会法理の適用を明らか
に否定していると述べている（447 F.3d 212. at 228）。この点に関して、wiLLiaM 
アメリカ海上物品運送人の責任制限制度における「公平な機会法理」の新展開（姜）　53




tetLey, supra note 44, at 2185 n.212は、カナダの裁判所はアメリカの「公平な機
会」要件を明確に認めておらず、イギリスにおいてもこの概念は受け入られなかっ
たと指摘する。
（140）447 F.3d 212 at 229.
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リカからハイチまでの海上運送契約に基づき発行された船荷証券に海上物品運送法
の摂取を定めた至上約款はあったが、500ドルの責任制限に関しては漠然とした内
容しか記載されていないこと、また責任制限を排除するための価額通告について明
示されていない（＝公平な機会が付与されなかった）ことを理由に、運送人の責任
制限を主張する略式判決の申立てが棄却された。
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